幼児教育無償化に関する様式等の印刷及び施設等への納品業務　仕様書
1 業務名
幼児教育無償化に関する様式等の印刷及び施設等への納品業務
2 契約期間
契約日（令和元年6月中旬予定）から令和元年7月31日まで
3 業務概要
本業務は、幼児教育無償化に関する様式等を印刷し、仕分け、施設毎に納品するものである。
(1) 印刷
下記ア～コを印刷する。
1 令和元年10月からの保育料の無償化について（パンフレット）
· アのみA3カラー両面印刷とする。紙質の指定はないがパンフレットに適したものとし、二つに折る。
2 説明文（私学助成園向け）
3 説明文（新制度幼稚園向け）
4 説明文（認可外保育園向け）
5 新1号申請書
6 新2号申請書
7 新3号申請書
8 新1号申請書　記載例
9 新2号申請書　記載例
10 新3号申請書　記載例
11 施設向け依頼文
· イ～サのうち、オ・クのみ片面、他は両面印刷とし、全て白黒印刷とする。紙質はPPC用紙とする。イ～サ全ての印刷物については折る必要はない。

(2) 仕分け
上記ア～サ、及び契約後に支援制度担当部にて引き渡す、既に印刷済みの提出用封筒（長３号）について別紙のとおり仕分けする。
(3) 納品
上記（2）のとおり仕分けた（1）ア～サ及び提出用封筒を別紙のとおり納品する。納品方法は、郵便追跡ができるものとする。
(4) 成果物納品期限
令和元年７月16日（火）
4 印刷物データ・提出用封筒の引き渡し
本業務に用いる印刷物のデータ、提出用封筒を、以下のとおり引き渡す。
(1) 印刷物データの引き渡し
印刷物のデータ（１－(1)ア～サ）は、契約後直ちに支援制度担当部より引き渡す。
(2) 提出用封筒の引き渡し
提出用封筒は、契約後別途調整のうえ支援制度担当部にて引き渡しを行う。
5 業務詳細
(1) 納品時の注意
印刷物の種類毎に仕切り、混在させないようにすること。使用しなかった提出用封筒については、成果物の納品時に併せて支援制度担当部へ返納すること。
(2) その他
業務の細部や本仕様書に疑義が生じた事項については、双方協議のうえ決定するものとし、業務委託契約後も業務発注課と十分に協議を行うこと。
また、全納品終了後は、その旨支援制度担当部に書面で報告すること。
6 環境への配慮について　
本業務の履行においては、委託者である札幌市が運用する環境マネジメントシステムに準じ、環境負荷の低減に努めること。
(1) 電気、水道、油、ガス等の使用にあたっては、極力節約に努めること。
(2) ごみ減量及びリサイクルに努めること。
(3) 両面コピーの徹底やミスコピーを減らすことで、紙の使用量を減らすよう努めること。
(4) 自動車等を使用する場合は、できるだけ環境負荷の少ない車両を使用し、アイドリングストップの実施など環境に配慮した運転を心がけること。
(5) 業務に関わる従業員に対し、札幌市環境方針の理解及び業務と環境の関連について自覚を持つような研修を行うこと。
(6) 特定業務（設備機器の運転管理、毒物又は劇物の取扱い、特別管理産業廃棄物の保管又は処理業務）に従事する者は、それを遂行するために要求される十分な知識及び技能を備えていなければならない。
7 個人情報の保護について
本業務の履行に当たって個人情報を取り扱う際には、下記の個人情報取扱注意事項を守らなければならない。
減に努めること。

(1) 本業務を処理するに当たって、個人情報を取り扱う際には、個人の権利利益を侵害することのないように努めなければならない。
(2) 本業務を処理するに当たって知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。
また、使用する者がこの契約による業務を処理するに当たって知り得た個人情報を、他に漏らさないようにしなければならない。
なお、本業務が終了し、又は解除された後においても同様とする。
(3) 本業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ、委託者である札幌市が書面により承諾した場合は、この限りではない。
(4) 本業務を処理するに当たって、札幌市から提供された個人情報が記録された資料等を、札幌市の承諾を得ることなく複写し、又は複製をしてはならない。
(5) 本業務を処理するに当たって、札幌市から提供された個人情報を目的外に使用し、又は第三者に提供してはならない。
(6) 本業務を処理するに当たって、札幌市から提供された個人情報が記録された資料等を、業務完了後速やかに札幌市に返還するものとする。ただし、札幌市が別に指示したときは、その方法によるものとする。
(7) 本業務の受託者は、個人情報取扱注意事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを知ったときは、速やかに札幌市に報告し、札幌市の指示に従うものとする。
(8) 札幌市は、本業務の受託者が個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、契約の解除及び損害賠償の請求をすることができる。
６　担当
札幌市子ども未来局支援制度担当部保育推進担当課保育推進係：岡田　　電話：211－2346
